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「新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策jに係る措置の実施について

rr新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策」 についてJ(平成 22年9月 10日閣議
決定)中、別表 1 r既定の改革の実施時期を前倒しする事項jの表中番号 16について、下
記のとおり措置を実施することとしたので、その取扱いに遺憾のないよう留意されたい。

なお、本通達により、昭和 61年 12月 26日付け基安発第 43号の記の6のうち、第一種

圧力容器の溶成検査に係る取扱いは廃止することとする。

言己

石油コンビナート等災害防止法(昭和 50年法律第84号)上の特別防災区域内において、

労働安全衛生法(昭和 47年法律第 57号)の適用を受ける第一種圧力容器のうち、次の各

号のいずれにも該当するものであって、別紙の様式を標準とする書簡をもって報告のあっ

たものについては、ボイラー及び任力容器安全規則(昭和 47年労働省令第 33号)第59条

第1項の規定による落成検査に際し、落成検査を省略し、同規則第60条第1項の規定に基

づく第一種圧力容器検査証の交付を行って差し支えないこと。

(l)当該第一種圧力容器及びその配管が、消防法(昭和 23年法律第 186号)上の製造所又

は一般取扱所として、両法第 11条第5項の規定により市町村長等が行う完成検査に合格

した部分に含まれており、かつ、危険物の規制に関する政令(昭和 34年政令第 306号)

第8条第3項の規定に基づく完成検査済証が交付されたものであること。

(2)以下の全ての事項を満たすこと。なお、当該確認は写真等の書面によることで足りる

こと。

① 取扱い、そうじ及び点検が容易にできる位置に据え付けられており、また、内部に

取付物があるものにあっては当該取付物がそうじ及び点検に支障のない方法で取り付

けられていること。

②圧力計の目もりには、当該第一種圧力容器の最高使用圧力を示す位霞に、見やすい

表示がされていること。

③ 第一種圧力容器取扱作業主任者が選任されていること。

④ 安全弁その他の安全装置の確認を落成検査時に行うこととして構造検査又は使用検

査に合格している第一種圧力容器にあっては、圧力容器構造規格(平成 15年厚生労働

省第 196号)第 64条の規定を満たしていること。



(jJiJ紙様式)

I再紡法完成検査に係る第一種圧力容器設置工事落成等報告

種 類
構造検査又は

使用検査の刻印番号

最高使用圧力 MPa 内容積 m3 

設 置 地

設置届出年月日 平成 年 月 日

消防法の規定に基づ

く完成検査済証番号

第一積圧力容器取扱

作業主任者の職氏名

平成年月日

報告者氏名 印

労働基準監督署長あて

備考

1 以下の状況を確認できる写真等を添付すること。

(1)第一種圧力容器及びその配管が消防法完成検査に合格していること。

(2)取扱い、そうじ及び点検が容易にできる位置に据え付けられており、また、内部

に取付物があるものにあっては当該取付物がそうじ及び点検に支障のない方法で取

り付けられていること。

(3)圧力計の闘もりには、当該第一種圧力容器の最高使用圧力を示す位置に、見やす

い表示がされていること。

(4)ボイラー及び圧力容器安全規則第66条の規定に基づき第一種圧力容器取扱作業主

任者の氏名が掲示されていること。

(5)安全弁その他の安全装置の確認を落成検査時に行うこととして構造検査又は使用

検査に合格している第一種圧力容器にあっては、圧力容器構造規格(平成 15年厚生

労働省告示第 196号)第64条の規定に基づき、安全弁その他の安全装置が適切に備

えられていること。

2 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

3 本様式は標準であって、これと異なる様式を用いることを妨げるものではない。



参考

「新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策j について(抄)

[Jr司
「新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策Jを別紙のとおり定

める。



(別紙)

新成長戦略実現に向けた

3段構えの経済対策

~月彦、デフレへの集会対広~

平成22年9月 10日
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見IJ表1 既定の改革の実施時期を前倒しする事項

噌
幽
開
雌
幽
幽

番号 事項名 規制改革由概要 実施時期 所管省庁

く都市再生住宅〉

容積率白緩和 環化和し境な、結老ど負論朽由荷を建観の得築点低た物か浪上のら、で、高建、地齢替平区社え成外に会2の2置へ年環すの度境る対中保容応に全積、措な財率置ど政のを幅負緩講広担和じいるのに環。係抑境る制貢具、防献体措災的機置施能を策評のに価向つし上いたて、容経早積済期率のにの活検緩性討 結平成論2措2年置度検討 国土空通省

建築確認・審査手続白簡素化等について、「建築基準法の見直しに関する検討会」におけ 平成22年度中検
2 建築確認申請・申請手続の迅速化 る検討結果を踏まえ、必要な見直しを検討し、平成22年度中に見直し案を取りまとめたよ 能・結論、可能な限 国土交通省

で、可能な限り早期に措置を講じる。 り早期に措置

く環境目エネルギー〉

平成22年度中検

再生可能エネルギー由導入促進に
討結論、電気事

向けた規制の見直し(大規模太陽 4安しm、全結苦措超論置え告が得る講太たじ上陽らで光れ、尭て平電い成設る2備2こ年との産を建条中築件に基に措準、置法建をの築講取基じ扱準るい。法にのつ工い作て物はの、対電塞気外事と業す法る令こでとを必検要討な
業法令で必要な安

経済産業省
3 
光発霞設備に係る建築基準確認申

生措置が講じられ
国土空通省

ていることを最件に
請の平要化)

平成22年度中に措
置

再生可能エネルギーの導入促進に 平成22年度中検討

4 
向けた規制白見直し(自然公園・温 地熱発電を推進するため、温皐法における掘削許可の判断基準の考え方を策定し、ガイド 開始平成23年度

環境省
泉地域等における風力圃地熱発電 ラインとして運用するよう平成23年度中を目途に通知する。 中を自途に結論・
由設置許可由早期化・柔軟化等) 措誼

再生可能エネルギーの導入僅進に
向けた規制の毘置し(C02排出量 CO，排出量高11誠に賀する小規模分散型尭電設備の一般用電気工作物となる範囲の拡大 平成田年2月中に
5 
削減に茸する小規模分散型尭電設

吾に平つ成いて田、年特Zに太陽光発電。そ設の備桂に速つやいかてにはj、安全性確保田観点からの技術的検討の結論 結論、その後速や 経済産業省
備に電係車る主規任制技(保術安者規の程設の置作華成務義 月中に得る。 こ措霊を講じる。 かに措置

務等、)由緩和)

6 
レアメタル等のリサイヲル推進に向 明c朝一問をm健帥次市暗第量町刀槍岬産置融いを一奇民てに恥書画月一る，一製品の恥レア一ーメタて同も富、田をて日臨ー相時問即間時…時鎗四酬礼一臨酒会税問時制ー盟日酬和の事《話2字器胆定時書中面績 環境告
けた規制の見直し

国産本木農材由利用促進(r集成材の 集成材白日本農林規格軍5最第1項に平関成す23る年改度正中要に望学に識つ経い験工者は等、科学的根拠に基づく 平成23年度中に学
7 日 林規格」に係る性能規定の 安全性・信頼性白確保等を踏まえて、 による検討の結論を 識経験者等による 農柿水産省
併用導入} 得た上で.そ由結論を踏まえて農林物責規格調査金総会の審議に付す。 検討の結論・措置

鉄筋コンクリート遣と木造との併用 判「建定築制基度準iこ法っのし見直しに関する検討会」における、混構造白問題も吉めた構造計算適合性 平成22年度中検
8 構する造規とす定る的校見舎直等しの構造計算に関 制度 、ての検討結果を踏まえて、必要な見直しを検討し、平成22年度中に見直し討・結論、可能な限 国土主連省

E躍を取りまとめた上で、可能な限り早期lこ措置を講じる。 り阜期に措置

産業鹿棄物の提出量件の統一化 マニフエスト交付等状況報告書の提出条件音量自治平体成で田統年一Eすることについて、具体的対
平成22年度検討・

s について 応を行うベ〈平成22年度に検討、結論を得た上で、 度に必婆な措置を講じる.
結論、平成23年度 環境省
措置

廃棄物処理法に保る許可手続の電 多中量に必排要出な事措業置者をに講よずる報る.告等の電子ファイI!-Iこよる提出等音推進するため、平成22年度10 
子化・簡素化

平成22年度措置 環境省

政令で定める5産市業毎廃に棄提物出収が集義運務搬付 事務面や経費面白効車ftの観点から、申請方法の統一化、簡素化を図ること、またはー
11 けられている の政令市白区境を越えて広域的に収集運撮する場合は都道府県単位での許可制に改め 平成22年度措置 環境省
業の許可申請手続四簡素化 ること寄許可の合理化について、平成22年度中に実施する。

12 
麗棄物処理施設の査亘置の要件 廃に軽棄微物処理臆設の能力を単純に減告する場合の変更許可手続について、平成22年度中 平成22年度措置 環境省
緩和 査更属出とする。

発電、車電、送電等の電気事業に係る電気工作物の重要な変更以外白事畳居出(電気事

13 電事気工作物に係る重要査更以外の 業法第9条第2項)について、事業平者成負22担年の度軽中減にの速観や点かかにら届、出情対報章のと利な用る状範況臣及び情報
平成22年度中に速

経済産業省
後届出田見直し 獲得白代替措置等を勘案白上、 範毘等を見直 やかに措置

す。

「規制・制度E白改需革要に害罷デるー対タ処利方用針のj在にりお方い、て計、量「ス機マ能ーとトエメネールタギのー普マ及ネ促ジ進メのン観ト機点能か閑ら、電
力使用量等 、 のイ

14 
スマートメータの昔及促進に向けた ンターフェースの標準化など消費者由選択肢拡大に向けた制!と度され的て課い題4について、速やか 平成田年2月まで 経済産業省
制度環境整備 に検討を開始し、結論告得る(平成22年度中に検討・結論)J 、る。本年5月よりス に検討・結論

マートメーター制度検討会を立ち上げ、これまで4聞の検討舎を開催しているところである
が、結論を得る時期を平成23年Z月に前倒す。

15 燃料電池自動車・水前素唱ス普テ.ーEション 素1「規腸ス制テ・ー制4シ度1ヨ諸改ン革に政に罷係治るる具色対体部処的方な寄針仕付」様に等iお制をい示てす主、r「制例平成示b基17準年A」白を事高作硝圧成ガz通ス官保知邸安する法。政官(正平同成に基2官2づ年官く度水t 平成22年度中に遼 経済産業省
重11市lifjA官官制 ....国 官官同署111・•••••• 
16 保安法令の適用方法

業界から個別の具体的整望を踏まえ、労働安全衛生法に基づく許可申請の一層由合理化
平成22年度措置 厚生労働者1~41 、守!立百骨"串F 再I'rl::r r-o;;量七釘.".'"
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